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    平成 18年 3月期   個別財務諸表の概要               平成18年5月12日 
 
    上 場 会 社 名        世紀東急工業株式会社                                  上場取引所 東 
    コ ー ド 番 号         1898                                                   本社所在都道府県 東京都 
    （ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/） 
    代  表  者  役職名  代表取締役社長  氏名 奥澤 靖司 
    問合せ先責任者  役職名  取締役財務部長  氏名 佐藤 俊昭     ＴＥＬ ( 03 ) 3434 - 3256 
    決算取締役会開催日 平成18年5月12日        中間配当制度の有無             有 
    配当支払開始予定日 －             定時株主総会開催日 平成18年6月29日 
単元株制度採用の有無   有(１単元 1,000株) 

 
 
    １．18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 
    (1)経営成績                          （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

18年3月期 
17年3月期 

62,353    △ 8.9 
68,474    △ 7.4 

22   △ 97.9 
1,083  △ 52.1 

 △ 848      － 
223    △ 83.8 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円     ％ 
       

 円 銭  円 銭 ％ 
     

％ 
     

％ 
     18年3月期 

17年3月期 
△ 17,128    － 
△ 4,096     － 

△ 170.17 
△ 66.73 

－ 
－ 
△ 277.0 
△ 38.4 

△ 1.4 
0.3 

△ 1.4 
0.3 

    (注) ①期中平均株式数   18年3月期    100,655,938株  17年3月期     61,390,485株 
       なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期中平均株式数にはこれらの株式数を含めております。 
        ②会計処理の方法の変更  無 
         ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
    (2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     
 円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
18年3月期 
17年3月期 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0 
0 

－ 
－ 

－ 
－ 

 
    (3)財政状態 

 総 資 産      株主資本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
18年3月期 
17年3月期 

52,777 
72,934 

3,718 
8,649 

7.0 
11.9 

26.61 
140.95 

    (注) ①期末発行済株式数   18年3月期    139,748,230株  17年3月期     61,364,425株 
         ②期末自己株式数     18年3月期        120,460株   17年3月期         89,540株 
       なお、当社が発行する優先株式は、普通株式と同等とみなされるため、期末発行済株式数にはこれらの株式数を含めております。 
 
    ２．19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

24,380 
64,570 

△1,090 
470 

△1,170 
310 
 

0.00 
― 

― 
0.00 

― 
0.00 

    (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   2円 22 銭 
 
    ※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定要素が内在 
     しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１ 個 別 財 務 諸 表 等 
 
（１）貸 借 対 照 表 
                                                 （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成１8年３月３１日現在） （平成１7年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 資 産  ３５，１３９ ６６．６ ４０，１２８ ５５．０ △ ４，９８８ 

  現 金 預 金 １，７６６  １，４０５  ３６１ 

  受 取 手 形 ３，３０９  ５，６３３  △ ２，３２３ 

  完成工事未収入金 １８，０８０  ２２，８１３  △ ４，７３３ 

  売 掛 金 ６，２７８  ５，８５４  ４２３ 

  販 売 用 不 動 産 １０２  ９１２  △ ８１０ 

  未 成 工 事 支 出 金 ３，６８８  １，６９６  １，９９２ 

  材 料 貯 蔵 品 ３３９  ２８４  ５４ 

  短 期 貸 付 金 ５３４  ６２５  △ ９０ 

  未 収 入 金 １，３２０  １，３０３  １６ 

  そ の 他 ７０４  ３６５  ３３７ 

   貸 倒 引 当 金 △ ９８４  △ ７６８  △ ２１６ 

      

固 定 資 産 １７，６３８ ３３．４ ３２，８０６ ４５．０ △１５，１６８ 

 有 形 固 定 資 産 １５，６４１  １６，８０４  △ １，１６３ 

  建 物 ・ 構 築 物 ２，１２３  ２，１１９  ４ 

  機 械 ・ 運 搬 具 １，３４８  １，７３４  △ ３８５ 

  工 具 器 具 ・ 備 品 １８１  ２０６  △ ２４ 

  土 地 １１，９３６  １２，７３１  △ ７９４ 

  建 設 仮 勘 定 ５１  １３  ３８ 

      

 無 形 固 定 資 産 １６４  ２０２  △ ３８ 

      

 投資その他の資産 １，８３２  １５，７９８  △ １３，９６６ 

  投 資 有 価 証 券 ４５５  ７１２  △ ２５７ 

  関 係 会 社 株 式 ４０５  １２，９１５  △ １２，５０９ 

  長 期 貸 付 金 ６３  ７５  △ １２ 

  関係会社長期貸付金 １０９  １１９  △ １０ 

  長 期 滞 留 債 権 １９，８８５  ２０，３１８  △ ４３２ 

  破 産 更 生 等 債 権 ３，０２１  ３，７５５  △ ７３４ 

  そ の 他 ６７９  ９２４  △ ２４４ 

   貸 倒 引 当 金 △ ２２，７８７  △ ２３，０２１  ２３４ 

資 産 合 計 ５２，７７７ １００．０ ７２，９３４ １００．０ △２０，１５６ 
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                                                  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

（平成１8年３月３１日現在） （平成１7年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 
 
 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
      
流 動 負 債  ３１，１３１ ５９．０ ５２，２９７ ７１．７ △ ２１，１６５ 

  支 払 手 形 ８，４３２  ８，４３２  － 
  工 事 未 払 金 １０，０７０  １２，０５９  △ １，９８８ 
  買 掛 金 ５，２３３  ４，１００  １，１３２ 
  短 期 借 入 金 ３，７８６  ２４，８４４  △ ２１，０５８ 
  未 払 法 人 税 等 １２９  １４７  △ １７ 
  未 成 工 事 受 入 金 ２，５４６  １，４９４  １，０５２ 
  完成工事補償引当金 ３５  ３０  ４ 
  受注工事損失引当金 ７  ４６  △ ３９ 
  賞 与 引 当 金 ８６  ２４７  △ １６１ 
  営 業 外 支 払 手 形 １０９  １４６  △ ３６ 
  そ の 他 ６９４  ７４８  △ ５４ 
      
固 定 負 債 １７，９２７ ３４．０ １１，９８７ １６．４ ５，９４０ 

  長 期 借 入 金 １５，１６５  ９，４４６  ５，７１９ 
  退 職 給 付 引 当 金 ２，７３８  ２，５１７  ２２１ 
  長 期 預 り 金 ２３  ２３  － 

負 債 合 計 ４９，０５９ ９３．０ ６４，２８４ ８８．１ △ １５，２２５ 

      

（ 資 本 の 部 ）      

      

資 本 金 ２，０００ ３．８ １０，９７０ １５．０ △ ８，９７０ 

資 本 剰 余 金 １８，６７９ ３５．４ ３６８ ０．５ １８，３１０ 

 資 本 準 備 金 

 その他資本剰余金 

５００ 

１８，１７９ 

 

 

３６８ 

－ 

 １３１ 

１８，１７９ 

利 益 剰 余 金 △ １７，１２８ △ ３２．５ △ ２，８５９ △ ３．９ △ １４，２６８ 

 当 期 未 処 分 利 益   △ １７，１２８  △ ２，８５９   △ １４，２６８ 

その他有価証券評価差額金 １８１ ０．３ １８０ ０．３ １ 

自 己 株 式 △ １４ △ ０．０ △ ９ △ ０．０ △ ４ 

      

資 本 合 計 ３，７１８ ７．０ ８，６４９ １１．９ △ ４，９３１ 

負 債 資 本 合 計 ５２，７７７ １００．０ ７２，９３４ １００．０ △ ２０，１５６ 
 



 ４ 

（２）損 益 計 算 書                               （単位：百万円） 

当 期 前 期 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

 
比較増減 

 

     期   別 
 
 
 科   目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  

売 上 高 （６２，３５３） （１００．０） （６８，４７４） （１００．０） （△ ６，１２１）

 完 成 工 事 高 ４４，７０５ １００．０ ５２，５３０ １００．０ △ ７，８２４ 

 製 品 等 売 上 高 １７，６４７ １００．０ １５，９４４ １００．０ １，７０２ 

売 上 原 価 （９２．９） （６３，０３５） （９２．１） （△ ５，１３５）

 完 成 工 事 原 価 
（５７，８９９）

４２，３０２ ９４．６ ４９，０７９ ９３．４ △ ６，７７７ 

 製 品 等 売 上 原 価 １５，５９７ ８８．４ １３，９５５ ８７．５ １，６４１ 

売 上 総 利 益 （４，４５３） （７．１） （５，４３９） （７．９） （△ ９８５）

 完 成 工 事 総 利 益 ２，４０３ ５．４ ３，４５０ ６．６ △ １，０４６ 

 製品等売上総利益 ２，０５０ １１．６ １，９８９ １２．５ ６０ 

販売費及び一般管理費 ４，４３１ ７．１ ４，３５６ ６．４ ７５ 

 営 業 利 益 ２２ ０．０ １，０８３ １．６ △ １，０６０ 

営 業 外 収 益 （５２） （０．１） （５８） （０．１） （△ ６）

 受 取 利 息 １０  １３  △ ２ 

 受 取 配 当 金 １１  １０  １ 

 雑 収 入 ３０  ３５  △ ４ 

営 業 外 費 用 （９２２） （１．５） （９１８） （１．３） （４）

 支 払 利 息 
 新 株 発 行 費 
 シンジケートローン組成費用 

５８１ 

１１３ 

１６７ 

 ９１５ 

－ 

－ 

 △ ３３３ 

１１３ 

１６７ 

 雑 支 出 ６０  ３  ５７ 

 経 常 利 益 △ ８４８ △ １．４ ２２３ ０．３ △ １，０７１ 

特 別 利 益 （４２３） （０．７） （５） （０．０） （４１８）

 固 定 資 産 売 却 益 ６  －  ６ 

 ゴルフ会員権償還益 １５  ５  ９ 

 投資有価証券売却益 ４０１  －  ４０１ 

特 別 損 失 （１６，６５３） （２６．７） （４，２８４） （６．３） （１２，３６８）

 固 定 資 産 売 却 損 ９  ９２７  △ ９１７ 

 固 定 資 産 除 却 損 ９  ３４  △ ２５ 

 貸 倒 損 失 ７４  １５７  △ ８３ 

 貸倒引当金繰入額 ６７４  １，０７７  △ ４０３ 

 販 売 用 不 動 産 評 価 損 ７９２  －  ７９２ 

 子 会 社 株 式 評 価 損 
 減 損 損 失 

１２，８７９ 

１，７６１ 

 

 

－ 

－ 

 １２，８７９ 

１，７６１ 

 子 会 社 整 理 損 
 特 別 退 職 加 算 金 

－ 

－ 

 １， ４５５ 

５７５ 

 △ １，４５５ 

△５７５ 

 そ の 他 特 別 損 失 ４５１  ５６  ３９５ 

  税 引 前 当 期 純 利 益 △ １７，０７８ △ ２７．４ △ ４，０５６ △ ５．９ △ １３，０２１ 

  法人税、住民税及び事業税 ５０ ０．１ ４０ ０．１ １０ 

  当 期 純 利 益 △ １７，１２８ △ ２７．５ △ ４，０９６ △ ６．０ △ １３，０３１ 

  前 期 繰 越 利 益 
  資本減少による繰越損失填補額 

△ ２，４９１ 

２，４９１ 

 １， ２３６ 

－ 

 △ ３，７２８ 

２，４９１ 

  当 期 未 処 分 利 益 △ １７，１２８  △ ２，８５９  △ １４，２６８ 



 ５ 

 
 

（３）損 失 処 理 案 

                                                 （単位：百万円） 
当        期 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

前        期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

 
比 較 増 減 

 

       期   別 
 
 
 科   目 金         額 金        額 金    額 
（当期末処理損失の処理）    
当 期 未 処 理 損 失 １７，１２８ ２，８５９ １４，２６８ 
 損 失 処 理 額 
資本準備金取崩額 

 
－ 

 
３６８ 

 
△ ３６８ 

その他資本剰余金取崩額 １７，１２８ － １７，１２８ 
次 期 繰 越 損 失 － △ ２，４９１ ２，４９１ 
 
（その他資本剰余金の処分）
その他資本剰余金  
その他資本剰余金処分額 
当期未処理損失への充当額  

 
 

１８，１７９ 
      
１７，１２８ 

 
 
－ 

 
 － 

 
 

１８，１７９ 
      
１７，１２８ 

その他資本剰余金次期繰越額  １，０５０ － １，０５０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ６ 

 
 
 
 

［ 重 要 な 会 計 方 針］ 

 
   １．有価証券の評価基準及び評価方法 
       子会社株式及び関連会社株式   …   移動平均法による原価法 
       その他有価証券 
        時価のあるもの        …   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に 
                           より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
        時価のないもの        …   移動平均法による原価法 
   ２．デリバティブ            …   原則として時価法 
   ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
       未成工事支出金、販売用不動産  …   個別法による原価法 
       材料貯蔵品                     …   移動平均法による原価法 
   ４．固定資産の減価償却の方法 
     （１）有形固定資産         …   定率法 
                           ただし、平成10年4月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除 
                           く）については定額法によっております。 
                           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                             建物・構築物     …   ７ ～ ５０年 
                             機械・運搬具     …   ５ ～  ７年 
     （２）無形固定資産         …   定額法 
                           なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期 
                           間（５年）に基づく定額法によっております。 
   ５．繰延資産の処理方法 
      新株発行費            …   支出時に全額費用処理しております。 
６．引当金の計上基準 

     （１）貸倒引当金          …   売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい 
                           ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個 
                           別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
     （２）完成工事補償引当金      …   完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当 
                           期の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当計上し 
                           ております。 

（３）受注工事損失引当金      …   工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末における工事受
注契約に係る損失見込額を計上しております。 

     （４）賞与引当金          …   従業員の賞与支給に備えて、当期の負担すべき支給見込額を計上して 
                           おります。 
     （５）退職給付引当金        …   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年 
                           金資産の見込額に基づき計上しております。 
                           なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、15年による 
                           按分額を費用処理しております。 
                           過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
                           の年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
                           数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 
                           一定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌期から費用処理 
                           しております。 
   ７．収益及び費用の計上基準 
      完成工事高の計上基準       …   完成工事の計上は、工事完成基準によっております。 
 
   ８．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 
      取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



 ７ 

    
 
 
 
９．ヘッジ会計の方法 

     （１）ヘッジ会計の方法    ………   繰延ヘッジ処理 
                          なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特 
                          例処理を適用しております。 
 
 
     （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
          ヘッジ手段     ………   金利スワップ 
          ヘッジ対象     ………   借入金利息 
     （３）ヘッジ方針       ………   金利変動リスクのある資産及び負債については、ヘッジ比率、識別方法、 
                          ヘッジ手段の選択肢等を社内規定化し厳格に管理しております。 
     （４）ヘッジ有効性評価の方法 ………   ヘッジ対象及びヘッジ手段については、取引開始以前、中間決算日及び 
                          決算日に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、特例処理によ 
                          っている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。 
   １０．その他財務諸表作成のための重要な事項 
     （１）消費税等の会計処理     …   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

     （２）連結納税制度の適用     …   連結納税制度を適用しております。 
 
 
 
                 [ 会 計 方 針 の 変 更 ] 
      
（固定資産の減損会計に係る会計基準） 
当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成１５年
１０月３１日）を適用しております。これにより税引前当期純損失は１，７６１百万円増加しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産から直接控除しております。 
  

 
 

［ 注 記 事 項 ］ 
 
  （ 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
                          （当  期）      （前  期） 
  １．有形固定資産の減価償却累計額      １７，４５８百万円   １７，１６４百万円 
  ２．担保に供している資産  建物・構築物     ２５１百万円      ２７２百万円 
                土    地   ８，５０８百万円    ９，２００百万円 
  ３．保証債務額                    ９百万円       １０百万円 
４．当社は平成１７年９月に株式会社東京三菱銀行をアレンジャーとする総額１８，１６５百万円（うちタームローン１６，
１６５百万円、コミットメントライン２，０００百万円）のシンジケートローン契約を締結しております（ただし、平成１
８年３月３１日現在、コミットメントラインは未使用）。 

    なお、当該シンジケートローン契約には以下の財務制限条項が付されております。 
① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額を、平成１８年３月期においては３０億
円以上にそれぞれ維持し、平成１９年３月期以降の各決算期においては当該決算期の直前の決算期または平成１８年
３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額のいずれか大きい方の７５％以上にそれぞ
れ維持すること。 

② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しないこと。 
③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュフロー計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオ
を、平成１８年３月期においては１１．０以下に維持し、平成１９年３月期以降の各決算期においては１０．０以下
にそれぞれ維持すること。 

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレスト・カバレッジ・レシオ（当該損益計算書における「営業利益」の金
額を「支払利息」の金額で除した数値をいう。）を、平成１８年３月期においては２．０以上に維持し、平成１９年３
月期以降の各期においては３．０以上にそれぞれ維持すること。 

      なお、平成１８年３月３１日現在においては、上記財務制限条項の一部に抵触しておりますが、当該事象について期
限の利益喪失の権利行使をしない旨、貸付人より同意を得ております。 
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   （ 損 益 計 算 書 関 係 ） 
１．固定資産の減損に係る会計基準 
  当社は、当事業年度において、以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 金額 
事業用資産 機械・運搬具、工具器具・備品、土地等 東京都他 １，４１１百万円 
賃貸用資産 建物・構築物、土地 新潟県 ２０５百万円 
遊休資産 土地 北海道 １４４百万円 

 
減損損失を認識した事業用資産については、管理会計上の事業所単位ごとに、また、賃貸用資産および遊休資産について個
別物件ごとにグルーピングしております。 
近年の著しい地価の下落により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失（１，７６１百万円）として特別損失に計上しております。 
その内訳は、建物・構築物１７５百万円、機械・運搬具、工具器具・備品６６百万円、土地１，５１９百万円であります。 
なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業用資産および賃貸用資産については使用価値により、遊休資産については
正味売却価額により測定しております。 
使用価値の算定に当たっては、事業用資産については将来キャッシュ・フローを３．５％で、賃貸用資産については７．０％
で割引いて算定しております。 
また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出してお
ります。 

 
  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
    EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 
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役員の異動（平成１８年６月２９日付） 
   
（１）代表取締役の異動  
  ①新任代表取締役候補 
代表取締役専務 鳥 居

と り い

 康
や す

政
まさ

  （現 専務取締役） 

代表取締役専務 菊 地
き く ち

 賢 三
けんぞう

  （現 専務取締役） 

  ②退任予定代表取締役 
代表取締役専務 島 田

し ま だ

 義 成
よししげ

   

   
（２）役員の異動 
①役付取締役の異動 
常 務 取 締 役 小 寺

こ で ら

 浩
ひろし

  （現 取締役） 

②新任取締役候補 
取 締 役 奥 元

お く も と

 豊 貞
とよさだ

  （現 関西支店長兼事務管理部長） 

取 締 役 伊 東
い と う

 正 博
まさひろ

  （現 九州支店長兼事務管理部長兼製品部長） 

取 締 役 會 田
あ い だ

 清
きよし

  （現 事業推進本部副本部長兼工務部長兼直轄事業部長兼北関東支店長） 

③新任監査役候補 
監 査 役 堀江

ほ り え

 俊一
しゅんいち

  （現 東急建設株式会社執行役員） 

④退任予定取締役（退任後の予定） 
代表取締役専務 島 田

し ま だ

 義 成
よししげ

   

専 務 取 締 役 井 上
い の う え

 洋 一
ひろかず

   

常 務 取 締 役 柴 原
し ば は ら

 壽 一
としかず

  （技術本部長付） 

常 務 取 締 役 是
こ れ

澤
さ わ

 良 樹
よ し き

  （新世紀工業株式会社代表取締役社長） 

常 務 取 締 役 大場
おおば

 與司治
よ し は る

   

⑤退任予定監査役 
監 査 役 川 村

か わ む ら

 哲 彦
てつひこ

   

 
   なお、再任予定の取締役安東泰志氏、中原徹郎氏、山田豊彦氏は社外取締役の要件を、また、新任監査
役候補者の堀江俊一氏は社外監査役の要件を、それぞれ満たしております。 

    
                                                                                                   以 上  

 
 
 
 
 
 
 


